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決算ハイライト（連結）

８２３

１７，３４０

１８，３３５

１，４８４

１，５１５

８７，４７０

８８，９８５

ＣＴを除く

１４３．９

△９８．０

△９５．９

７７．４

２９．４

△５．６

△５．０

増減率
（％）

△９５．９１８，３３５７５６特 別 利 益

△９８．０１７，３４０３４８特 別 損 失

２，００７

２，６３３

１，９６０

８２，５６１

８４，５２１

２００５年１２月
（当期）

７１．６１，１６９当 期 純 利 益

△１０．０９１，６９６営 業 費 用

４３．８１，８３１経 常 利 益

５．３１，８６２営 業 利 益

△９．７９３，５５８営 業 収 益

増減率
（％）

２００４年１２月
(前期）

単位:百万円

＊営業収益の約90億円の減少は、ＣＴ部門の営業譲渡に伴い旅行業で約45億円の減少、損害保険業で
約７億円の減少、一部ホテル業の譲渡に伴い約20億円減少したことが主な理由。

＊営業利益はコスト改革の実行（施設費の事務所賃借料、事務所維持費等）により、1億円程度の増益。

＊経常利益の増加は、受取利息、受取配当金の増加とともに、関係会社で支払金利の削減に努めたため。



4

営業収益・利益のセグメント別対前年増減

営 業 利 益

営 業 収 益

－

△２８９

２４９

－

△５，９２７

△７，６４３

連結修正

１２．２

１，１０８

１，２４３

△４．０

８７，５６４

８４，０８８

旅行業

－

３７２

△７１

△１７．６

６，７３１

５，５４６

その他事業

１，８６２５２２１４９前 期

５．３１４．０３９．６増減率（％）

９３，５５８２，３２３２，８６７前 期

１，９６０４４９９０当 期

△９．７△２７．７△７０．４増減率（％）

８４，５２１１，６８０８５０当 期

計損害保険業ホテル業

単位:百万円

＊ホテル業の減収は、前期サンフラワー札幌、サイパンホテル等を売却したため。
＊損害保険業の減収は、ＣＴ部門の取扱が減少したため。
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連結貸借対照表(資産の部）

１３８，０５１

２７，４００

３，０１２

８，８１６

３９，２２９

６，１５６

１８，００９

２２，１４７

５２，５１０

９８，８２２

2004年12月期

３，４９８３０，８９９投資その他の資産

４，６０７４３，８３６固定資産

２，３０９１４０，３６１資産合計

１，１０５４，１１７無形固定資産

２８，８１９有形固定資産

△２，８１６３，３３９その他

△７１２１７，２９７未収手数料・団体前払金

△１０４２２，０４２営業未収金・未渡クーポン

１，３３５５３，８４６現金預金・預け金

△２，２９７９６，５２４流動資産

増 減2005年12月期

＊現金預金・預け金は、営業未払金や未精算旅行券の支払いに当てられるもの。
＊総資産が前期に比し約230億円増加したのは、有価証券評価差額の増加が大きな理由。
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連結貸借対照表（負債、少数株主持分および資本の部）

５５４８７４１，４２８少数株主持分

△５，５６７１１９，３４８１１３，７８１負債合計

１３８，０５１

１７，８２８

３，０８３

２，１１３

８，１５３

１３，３４９

１０，８４２

５６，５６１

３８，５９６

１０５，９９９

2004年12月期

７，３２２２５，１５１資本合計

△６８４７，４６８退職給付引当金

２，３０９１４０，３６１負債、少数株主持分および資本合計

△６９５２，３８９その他

２，１５１４，２６４繰延税金負債

７７２１４，１２１固定負債

△１，１５４９，６８９その他

△２，５５２５４，００８営業未払金・未精算旅行券

△２，６３３３５，９６２預り金・団体前払金

△６，３３９９９，６５９流動負債

増 減2005年12月期

＊グループ会社が保有していた当社株式の売却、および株式等評価差額金が増加したため、
株主資本比率が12．9％から１７．９％へＵＰした。



7

決算ハイライト（単体）

６６５

１７，６５７

１８，２５２

９７７

△１３８

６８，１４３

６８，００５

ＣＴを除く

１２９．６

△９８．６

△９６．７

３６．８

－

△０．７

０．０

増減率
（％）

△９６．７１８，２５２５９９特 別 利 益

△９８．６１７，６５７２４８特 別 損 失

１，５２７

１，３３６

３０９

６７，６９６

６８，００５

２００５年１２月
（当期）

５１．０１，０１１当 期 純 利 益

△６．５７２，３７０営 業 費 用

１．０１，３２３経 常 利 益

４８．５２０８営 業 利 益

△６．３７２，５７８営 業 収 益

増減率
（％）

２００４年１２月
(前期）

単位:百万円

＊営業収益の約45億円の減少は、ＣＴ部門の営業譲渡によるもの。
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国内・海外別売上高・営業収益
（通期の実績）

構 成 比
（ ％ ）

増 減 率
（ ％ ）

前 期当 期

営

業

収

益

売

上

高

２９．５△７．４２１，６７５２０，０７８海 外 旅 行

１．６５０．１７２２１，０８４国 際 旅 行

３．７４０．０１，８０８２，５３２そ の 他

１００．００．０６８，００５６８，００５計

６５．２１．２４３，８００４４，３１１国 内 旅 行

１００．０△０．２４７８，５０１４７７，５４３計

０．８１９．０３，０７２３，６５７そ の 他

１．３３４．５４，６８２６，２９５国 際 旅 行

３６．３△１．５１７６，０５６１７３，３３１海 外 旅 行

６１．６△０．１２９４，６９１２９４，２６０国 内 旅 行

単位：百万円

※前期の数字にはＣＴは含まれていない。
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２００６年期別業績予想（連結）

△１７．８

３，０４１

２，５００

－

△１，１４９

△９００

税金等
調整前当
期純利益

－－－６．２前年増減率

△１，６１６△１，１１２△１，３４３３７，３９０前 年

△１，２００△９００△１，１００３９，７００中 間 期

７００２，５００２，２００８６，５００通 期

２，００７２，６３３１，９６０８４，５２１前 年

２．３

営業収益
当期

純利益
経常利益営業利益

△６５．１△５．１１２．２増 減 率

単位:百万円

＊営業収益・利益は旅行業の伸び。
＊経常利益の減少は、為替差益等を見込んでいないため。
＊当期純利益が大幅に減益になるのは、税務上の繰越欠損金がなくなったことと、退職給付費用

の税負担により、法人税などで約8億円増加するため。
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セグメント別通期営業収益・利益予想

２．３－△５．６△１．７４．０増減率（％）

営業収益

△５３．０

２４９

１１７

△７，６４３

△８，６２５

連結修正

５３．３

１，２４３

１，９０６

８４，０８８

８７，４３８

旅行業

－

１９

△１９５

６，３９６

６，０３６

その他事業

１，９６０４４９前 期

１２．２△１７．１増減率（％）

８４，５２１１，６８０前 期

２，２００３７２当 期

営業利益

８６，５００１，６５１当 期

計損害保険業

単位:百万円

＊その他事業の収益・利益が減少するのは、主にサポート系グループ会社（事務センター、
情報部門）の減少による。
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事業別見通し
■旅行業部門

ＫＮＴ本体およびツーリストサービス、ユナイテッドツアーズ、
相鉄観光等は増収増益を見込んでいるが、ＫＩＥチャイナは中国
方面の旅行不振により、減収減益を見込んでいる。

■損害保険業部門（再保険会社）
損害保険業においては、リスクヘッジを最優先課題として再保険マーケッ

トの動向等に注意を払いながら経営を推し進めていく。

■その他事業部門
ホテル業においては、事業規模の縮小の結果重要性がなくなったので、

前期からその他事業に含めて表示。Ｈ１７年度と比較してマイナスとなるの
は、本体のサポート系の会社（事務センター、情報部門等）が減収減益とな
るため。
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２００６年期別業績予想（単体）

△７３．８

１，５２７

４００

－

△２，３９２

△１，３００

当期
純利益

△１７．０

１，６８７

１，４００

－

△２，０４９

△１，１００

税引前当期
純利益

－－１．８増 減 率

△１，６１１△１，８８４３０，７４４前 年

－△１，１００△１，１００３１，３００中 間 期

2円予定１，４００１，０００７０，０００通 期

2円予定１，３３６３０９６８，００５前 年

２．９

営業収益 配当金経常利益営業利益

０４．７２２３．６増 減 率

単位:百万円

＊営業利益7億円の増益は、営業収益が20億円増収となるものの、販売拡大による割戻手数料
等の増加で営業費用が13億円増加するため。

＊経常利益の減少は、為替差益等を見込んでいないため。
＊当期純利益が大幅に減益になるのは、税務上の繰越欠損金がなくなったことと、退職給付費用

の税負担により、法人税などで約8億円増加するため。
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国内・海外別売上高・営業収益
（単体通期の予想 ）

１４．２

６９．２

１７．２

１１．６

１５．１

－

－

－

－

－

収 益 率

１４．０

５３．５

１４．６

１２．０

１４．８

－

－

－

－

－

収 益 率

１００．０

２．３

１．５

３１．６

６４．６

１００．０

０．６

１．４

３７．０

６１．０

構 成 比増減率前 期通 期

営

業

収

益

売

上

高

１０．２２０，０７８２２，１２８海 外 旅 行

△５．０１，０８４１，０３０国 際 旅 行

△３７．０２，５３２１，５９４そ の 他

２．９６８，００５７０，０００計

２．１４４，３４１４５，２４８国 内 旅 行

４．７４７７，５４３５００，０００計

△１８．５３，６５７２，９７９そ の 他

１２．０６，２９５７，０５０国 際 旅 行

６．７１７３，３３１１８４，９８０海 外 旅 行

３．６２９４，２６０３０４，９９１国 内 旅 行

単位：百万円、％
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売上高・営業収益構成比

61.0%

37.0%

0.6%
1.4%

国内旅行 海外旅行

国際旅行 その他

64.6%

31.6%

2.3%
1.5%

国内旅行 海外旅行

国際旅行 その他


